
　　伊勢崎市の行政コスト計算書（損益計算書）

１．作成目的

　本市では、財政状況をわかりやすく市民の皆様に説明できるように年度末における資産や負債とその

資産等を調達するために用いた財源をバランスシート（貸借対照表）において公表することにいたしまし

たが、さらに企業会計において、バランスシートとセットで作成される損益計算書についても、行政コスト

計算書という形で今回作成いたしました。

　この行政コスト計算書には、市の活動として大きな比重を占める資産形成等につながらない人的サー

ビスや給付事業、また基準期間の減価償却や退職給与引当など現金支出を伴わないものを含め、それ

ぞれの財源を明らかにすることにより、よりわかりやすく市民の皆様に本市の財政状況を説明できるよう、

営利を目的としない地方公共団体においても作成したものです。

２．作成基準

　平成13年3月に発表された「地方公共団体の総合的な財政分析に関する調査研究会報告書」に基

づいて作成しましたが、必要に応じて実態に即した修正を行っています。

　作成にあたっては、バランスシートと同様に普通会計を対象とし、決算統計データを基礎数値として

使用し、出納整理期間の出入金は基準日までに出納されたものとして取り扱っています。

３．計算書の内容

（１）行政コスト

①人にかかるコスト

　人件費は、行政サービスの担い手である職員等に要する退職金は除いた経費です。退職給与引

当金繰入金等は当該年度にバランスシートに繰り入れた金額をコスト計上しています。

②物にかかるコスト

　物件費は、賃金・旅費・需用費・役務費・委託料等で短期間で消費する経費です。

　維持補修費は、公共施設等などを修理補修する経費です。

　減価償却費は、バランスシートで経理している有形固定資産の減価償却額を計上しています。



③移転支出的なコスト

　扶助費は、生活保護費・児童手当・福祉医療費等において現金や物品を支給する経費です。

　補助費等は、各種団体への補助金等の経費です。

　繰出金は、バランスシートで経理している企業会計への資本的な繰出金を除いた国民健康保険や

介護保険、下水道事業等への特別会計繰出金です。

　普通建設事業費は、バランスシートでは計上しなかった、各種団体への建設事業や設備投資等の

補助や県等の建設事業に対する負担金等を計上しています。

④その他のコスト

　災害復旧事業費は、台風や地震などで被害を受けた公共施設等の復旧に要する経費です。

　公債費は、市債の利子償還金や一時借入金の利子などです。

　不能欠損額は、当該年度に不能欠損処理をした金額などを計上しています。

（２）収入項目

①使用料・手数料等

　使用料・手数料、分担金及び負担金、寄附金、基金繰入金を除いた繰入金、財産収入、貸付金

元金収入を除いた諸収入の現年調定額のうち、資産形成に資するものを除いて計上しています。

②国庫（県）支出金

　資産形成に資するものを除いた現年調定額を計上しています。

③一般財源

　市税、地方譲与税、利子割交付金、地方消費税交付金、ゴルフ利用税交付金、自動車取得税

交付金、地方特例交付金、地方交付税、交通安全対策特別交付金の現年調定額を計上しています。

④正味資産国庫（県）支出金償却額

　バランスシートで経理している有形固定資産の減価償却に伴い、その財源となった国庫（県）支出

金も同様に減価償却額を収入に計上しています。

⑤期首一般財源等

　前年度バランスシートの正味資産に計上された期末一般財源等の額になります。

⑥期末一般財源等

　期首一般財源等の額に差引一般財源等増減額を加えた額で、本年度のバランスシートの正味資産に

計上された一般財源等の額と一致します。



（単位：百万円）

総 額 （構成比） 議会費 総務費 民生費 衛生費 労働費
農林水
産業費

商工費 土木費 消防費 教育費
災害
復旧費

公債費 一借利子 諸支出金
不納
欠損額

(1) 人件費 12,532 23.3％ 555 3,123 1,810 830 46 401 151 951 1,857 2,808

(2) 退職給与引当金繰入等 1,938 3.6％ 3 1,313 83 37 0 63 23 16 38 362

14,470 26.9％ 558 4,436 1,893 867 46 464 174 967 1,895 3,170

(1) 物件費 9,818 18.3％ 9 2,167 839 2,334 172 61 307 595 260 3,074

(2) 維持補修費 884 1.6％ 0 40 12 238 1 0 1 489 2 101

(3) 減価償却費 8,769 16.3％ 0 258 331 1,302 95 769 39 4,214 224 1,537

19,471 36.2％ 9 2,465 1,182 3,874 268 830 347 5,298 486 4,712

(1) 扶助費 9,555 17.8％ 0 0 9,490 1 0 0 0 0 0 64

(2) 補助費等 2,058 3.8％ 12 263 587 509 14 68 286 22 102 195

(3) 繰出金 4,479 8.3％ 0 1 3,919 0 0 197 0 360 0 2

(4) 普通建設事業費 2,116 4.0％ 0 39 223 406 0 131 0 1,317 0 0

18,208 33.9％ 12 303 14,219 916 14 396 286 1,699 102 261

(1) 災害復旧費 0 0.0

(2) 失業対策事業費 0 0.0

(3) 公債費（利子分のみ） 1,400 2.6％ 1,397 3

(4) 債務負担行為繰入 0 0.0 　

(5) 不納欠損額 235 0.4％ 235

1,635 3.0％ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1,397 3 235

a 53,784 579 7,204 17,294 5,657 328 1,690 807 7,964 2,483 8,143 0 1,397 3 0 235

1.1％ 13.4％ 32.2％ 10.5％ 0.6％ 3.1％ 1.5％ 14.8％ 4.6％ 15.2％ 0.0 2.6％ 0.0％ 0.0 0.4％

1 b 5,294 0 946 1,831 408 22 2 237 777 400 214 0 457 0 0

9.8% 0 13.1％ 10.6％ 7.2％ 6.7％ 0.1％ 29.4％ 9.8％ 16.1％ 2.6％ 0.0 32.7％ 0.0 0.0

2 ｃ 7,295 691 5,459 144 0 44 0 872 1 84 0 0 0 0

13.6% 9.6％ 31.6％ 2.5％ 0.0 2.6％ 0.0 10.9％ 0.0％ 1.0％ 0.0 0.0 0.0 0.0

3 ｄ 40,361

75.0% ※「使用料・手数料等」･･･分担金及び負担金、使用料、手数料、財産収入、寄附金、繰入金、諸収入

収入（ｂ＋ｃ＋ｄ） ｅ 52,950 ※「　一　般　財　源　」･･･地方税、地方譲与税、利子割交付金、地方消費税交付金、ゴルフ利用税交付金、

4 ｆ 1,674 　　　　　　　　　　　　　　  軽油自動車取得税交付金、地方特例交付金、地方交付税、交通安全対策特別交付金、

5 154,755 国有提供施設等所在市町村助成交付金
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6 155,595
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［収入項目］

使用料・手数料

ｂ／ａ

国庫（県）支出金

期首一般財源等

差引（ｅ－ａ＋ｆ）一般財源等増減額

期末一般財源等

ｃ／ａ

一般財源

ｄ／ａ

正味資産国庫（県）支出金償却額



総 額構成比議会費 総務費 民生費 衛生費
労働
費

農林水
産業費

商工費 土木費 消防費 教育費
災害
復旧費

公債
費

一借
利子

諸支
出金

不納
欠損
額

(1) 人件費 63,585 23.3％ 2,818 15,844 9,186 4,211 233 2,033 764 4,826 9,424 14,246      

(2)
退職給与引当
金繰入等

9,832 3.6％ 15 6,664 419 186 0 321 117 80 195 1,835

73,417 26.9% 2,833 22,508 9,605 4,397 233 2,354 881 4,906 9,619 16,081

(1) 物件費 49,817 18.2％ 46 10,993 4,260 11,844 874 307 1,557 3,018 1,320 15,598      

(2) 維持補修費 4,481 1.6％ 0 202 59 1,210 5 0 4 2,480 11 510

(3) 減価償却費 44,493 16.3％ 0 1,310 1,681 6,605 484 3,901 197 21,384 1,134 7,797

98,791 36.1％ 46 12,505 6,000 19,659 1,363 4,208 1,758 26,882 2,465 23,905

(1) 扶助費 48,480 17.8％ 0 0 48,151 6 0 0 0 0 0 323      

(2) 補助費等 10,442 3.9％ 59 1,334 2,977 2,581 71 344 1,453 112 520 991

(3) 繰出金 22,728 8.3％ 0 6 19,886 0 0 1,000 0 1,828 0 8

(4)
普通建設事業
費

10,739 4.0％ 0 197 1,131 2,063 0 664 2 6,682 0 0

92,389 34.0％ 59 1,537 72,145 4,650 71 2,008 1,455 8,622 520 1,322

(1) 災害復旧費 0 0.0                

(2)
失業対策事業
費

0 0.0           

(3)
公債費（利子
分のみ）

7,104 2.6％           7,088 15   

(4)
債務負担行為
繰入

0 0.0               

(5) 不納欠損額 1,195 0.4％              1,195

8,299 3.0％            7,088 15 1,195

a 272,896 2,938 36,550 87,750 28,706 1,667 8,570 4,094 40,410 12,604 41,308 0 7,088 15 0 1,195

100% 1.1％ 13.4％ 32.2％ 10.5％ 0.6％ 3.2％ 1.5％ 14.8％ 4.6％ 15.1％ 　 2.6％ 0.0％ 　 0.4％

1 b 26,862 0 4,802 9,292 2,067 110 12 1,204 3,942 2,028 1,086 0 2,319 0 0 0

9.8% 0.0％ 13.1％ 10.6％ 7.2％ 6.6％ 0.1％ 29.4％ 9.8％ 16.1％ 2.6％ 0.0％ 32.7％ 0.0％

2 ｃ 37,010 0 3,505 27,696 730 0 224 2 4,426 4 423 0 0 0 0 0

13.6% 9.6％ 31.6％ 2.5％ 0.0％ 2.6％ 0.0％ 11.0％ 0.0％ 1.0％ 0.0％ 0.0％ 0.0％

3 ｄ 204,787

75.0% 　

ｅ 268,660 　

4 ｆ 8,494 　

5 785,209

4,258

6 789,468
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期首一般財源等

差引（ｅ－ａ＋ｆ）一般財
源等増減額

期末一般財源等

（単位： 円）

ｃ／ａ

一般財源

ｄ／ａ

正味資産国庫
（県）支出金償却
額

［収入項目］

使用料・手数料

197088人（平成１８年３月３１日現在） （平成１８年３月３１日現在住民基本台帳人口）

収入（ｂ＋ｃ＋ｄ）

ｂ／ａ

国庫（県）支出金

4

小 計

行 政 コ ス ト

（ 構 成 比 率 ）



行政コスト計算書分析

　平成１７年度の行政コストの総額は約５３７億８４百万円、収入項目では収入約５２９億0５百万円と正味資

産国庫（県）支出償却額約１６億７４百万円とを合わせ、差引約８億４０百万円の黒字となっており翌年度正味

資産一般財源に繰入られることになります。

１. 目的別分析

　目的別に見て最も金額の大きいのが民生費で約１７２億９４百万円（３２．２％）、次いで教育費約８１

億４３百万円（１５．２％）、土木費約７９億６４百万円（１４．８％）となっています。

　次にそれぞれの内訳ですが、民生費では扶助費（生活保護や保育所対策等）が９４億９千万、繰出金

（国保、介護、老人の特別会計に対するもの）が３９億１９百万円を占めています。土木費では減価償却費

（過去に建設整備した施設等分）が４２億１４百万円、普通建設事業費（各種団体の建設事業への補助等）

が１３億１７百万円、教育費では人件費と退職給与引当金繰入等が３１億０７百万円、物件費（学校施設等の

維持管理費等）が３０億７４百万円とそれぞれ大きな金額となっています。

２. 性質別分析

　人にかかるコストにおいては総務費が４４億３６百万円、教育費が３１億７０百万円で半分以上を占めてい

ます。次いで民生費の１８億９３百万円となっています。

　物にかかるコストにおいては、物件費（需用費、委託料等）が教育費で３０億７４百万円、衛生費で２３億３４

百万円、ついで総務費で２１億６７百万円となっています。維持補修費（施設等の修理補修費等）は土木費が

４億８９百万円と半分以上を占め、次いで衛生費２億３８百万円、教育費１億０１百万円となっています。減価

償却費は土木費（道路、市営住宅）が４２億１４百万と半分近くを占め、教育費（校舎等）が１５億３７百万円、

次いで衛生費（いせさき聖苑、リサイクルｾﾝﾀー２１等）が１３億０２百万円となっています。

　移転支出的なコストでは扶助費は民生費が９４億９０百万円でほとんどを占めています。補助費等は、民生

費５億８７百万円、衛生費が５億９百万円と大きくなっています。繰出金は民生費（特別会計への繰出金等）が

３９億１９百万円で、ほとんどを占めています。普通建設事業費（各種団体への補助、県事業の負担金等）は、

土木費（区画整理事業等）が１３億１７百万円で多くの金額を占めています。

３. 収入項目対行政コスト比率

　目的別の項目ごとに、その分野の行政コストが使用料・手数料等でどれほど賄われているか、また、国庫

（県）支出金あるいは税等の一般財源がどれほど投入されているかを見ることができます。

　行政コスト全体では、使用料・手数料等が１３億０２百万円で行政コストの９．８９％、国庫（県）支出金が７２

億９５百万円で行政コストの１３．６％、残りは一般財源４０３億６１百万円で行政コストの７５．０％が賄われて

います。　行政コストが１７２億９４百万円で、全体の約１／３を占める民生費については、国庫（県）支出金が

５４億５９百万円と、行政コストの３１．６％、使用料・手数料が１８億３１百万円で行政コストの１０．６％、を賄っ

ており、一般財源の投入が低くなっているのが大きな特徴です。その他の費目は一般財源の割合が

高くなっています。


